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株式会社清水銀行が実施する 

株式会社サンワ開発に対する 

ポジティブ・インパクト・ファイナンスに係る 
第三者意見  

 
    

株式会社日本格付研究所（JCR）は、株式会社清水銀行が実施する株式会社サンワ開発に対するポジティ

ブ・インパクト・ファイナンス（PIF）について、国連環境計画金融イニシアティブのポジティブ・インパ

クト・ファイナンス原則への適合性に対する第三者意見書を提出しました。 

本件は、環境省 ESG 金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2 項（4）に基づき設置されたポジティブイン

パクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトファイナンスの基本的考え方」への整合性も併

せて確認しています。 

 

 

＊詳細な意見書の内容は次ページ以降をご参照ください。 
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第三者意見書 

2022年 8月 31日 

株式会社 日本格付研究所 

 

 

 

評価対象： 

株式会社サンワ開発に対するポジティブ・インパクト・ファイナンス 

貸付人：株式会社清水銀行 

評価者：株式会社清水地域経済研究センター 

第三者意見提供者：株式会社日本格付研究所（JCR） 

 

 

 

結論： 

本ファイナンスは、国連環境計画金融イニシアティブの策定したポジティブ・イン

パクト・ファイナンス原則に適合している。 

また、環境省のESG金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2項（4）に基づき設置さ

れたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトフ

ァイナンスの基本的考え方」と整合的である。 
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I. JCRの確認事項と留意点 

JCR は、清水銀行が株式会社サンワ開発（「サンワ開発」）に対して実施する中小企業向

けのポジティブ・インパクト・ファイナンス（PIF）について、株式会社清水地域経済研究

センターによる分析・評価を参照し、国連環境計画金融イニシアティブ（UNEP FI）の策

定した PIF原則に適合していること、および、環境省の ESG金融ハイレベル・パネル設置

要綱第 2項（4）に基づき設置されたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースが

まとめた「インパクトファイナンスの基本的考え方」と整合的であることを確認した。 

PIFとは、SDGsの目標達成に向けた企業活動を、金融機関が審査・評価することを通じ

て促進し、以て持続可能な社会の実現に貢献することを狙いとして、当該企業活動が与える

ポジティブなインパクトを特定・評価の上、融資等を実行し、モニタリングする運営のこと

をいう。 

PIF原則は、4つの原則からなる。すなわち、第 1原則は、SDGsに資する三つの柱（環

境・社会・経済）に対してポジティブな成果を確認できるかまたはネガティブな影響を特定

し対処していること、第 2原則は、PIF実施に際し、十分なプロセス、手法、評価ツールを

含む評価フレームワークを作成すること、第 3原則は、ポジティブ・インパクトを測るプロ

ジェクト等の詳細、評価・モニタリングプロセス、ポジティブ・インパクトについての透明

性を確保すること、第 4 原則は、PIF 商品が内部組織または第三者によって評価されてい

ることである。 

UNEP FIは、ポジティブ・インパクト・ファイナンス・イニシアティブ（PIFイニシア

ティブ）を組成し、PIF推進のためのモデル・フレームワーク、インパクト・レーダー、イ

ンパクト分析ツールを開発した。清水銀行は、中小企業向けの PIFの実施体制整備に際し、

清水地域経済研究センターと共同でこれらのツールを参照した分析・評価方法とツールを

開発している。ただし、PIFイニシアティブが作成したインパクト分析ツールのいくつかの

ステップは、国内外で大きなマーケットシェアを有し、インパクトが相対的に大きい大企業

を想定した分析・評価項目として設定されている。JCR は、PIF イニシアティブ事務局と

協議しながら、中小企業の包括分析・評価においては省略すべき事項を特定し、清水銀行及

び清水地域経済研究センターにそれを提示している。なお、清水銀行は、本ファイナンス実

施に際し、中小企業の定義を、PIF原則等で参照している IFC（国際金融公社）の定義に加

え、中小企業基本法の定義する中小企業、会社法の定義する大会社以外の企業としている。 

JCRは、中小企業のインパクト評価に際しては、以下の特性を考慮したうえで PIF原則

との適合性を確認した。 

① SDGsの三要素のうちの経済、PIF原則で参照するインパクト領域における「包括的

で健全な経済」、「経済収れん」の観点からポジティブな成果が期待できる事業主体で

ある。ソーシャルボンドのプロジェクト分類では、雇用創出や雇用の維持を目的とし
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た中小企業向けファイナンスそのものが社会的便益を有すると定義されている。 

② 日本における企業数では全体の 99.7％を占めるにもかかわらず、付加価値額では

52.9％にとどまることからもわかるとおり、個別の中小企業のインパクトの発現の仕

方や影響度は、その事業規模に従い、大企業ほど大きくはない。1 

③ サステナビリティ実施体制や開示の度合いも、上場企業ほどの開示義務を有してい

ないことなどから、大企業に比して未整備である。 

 

II. PIF原則への適合に係る意見 

PIF原則 1 

SDGsに資する三つの柱（環境・社会・経済）に対してポジティブな成果を確認できるか

またはネガティブな影響を特定し対処していること。 

SDGs に係る包括的な審査によって、PIF は SDGs に対するファイナンスが抱えている

諸問題に直接対応している。 

清水銀行及び清水地域経済研究センターは、本ファイナンスを通じ、サンワ開発の持ちう

るインパクトを、UNEP FI の定めるインパクト領域および SDGs の 169 ターゲットにつ

いて包括的な分析を行った。 

この結果、サンワ開発がポジティブな成果を発現するインパクト領域を有し、ネガティブ

な影響を特定しその低減に努めていることを確認している。 

SDGsに対する貢献内容も明らかとなっている。 

 

PIF原則 2 

PIFを実行するため、事業主体（銀行・投資家等）には、投融資先の事業活動・プロジェ

クト・プログラム・事業主体のポジティブ・インパクトを特定しモニターするための、十

分なプロセス・方法・ツールが必要である。 

JCRは、清水銀行が PIFを実施するために適切な実施体制とプロセス、評価方法及び評

価ツールを確立したことを確認した。 

 

(1) 清水銀行は、本ファイナンス実施に際し、以下の実施体制を確立した。 

                                                   
1 経済センサス活動調査（2016年）。中小企業の定義は、中小企業基本法上の定義。業種によって異な

り、製造業は資本金 3億円以下または従業員 300人以下、サービス業は資本金 5千万円以下または従業

員 100人以下などだ。小規模事業者は製造業の場合、従業員 20人以下の企業をさす。 
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(出所：清水銀行提供資料) 

 

(2) 実施プロセスについて、清水銀行では社内規程を整備している。 

 

(3) インパクト分析・評価の方法とツール開発について、清水銀行からの委託を受けて、

清水地域経済研究センターが分析方法及び分析ツールを、UNEP FIが定めた PIFモ

デル・フレームワーク、インパクト分析ツールを参考に確立している。 

 

PIF原則 3 透明性 

PIFを提供する事業主体は、以下について透明性の確保と情報開示をすべきである。 

・本 PIFを通じて借入人が意図するポジティブ・インパクト 

・インパクトの適格性の決定、モニター、検証するためのプロセス 

・借入人による資金調達後のインパクトレポーティング 

PIF 原則 3 で求められる情報は、全て清水地域経済研究センターが作成した評価書を通

して銀行及び一般に開示される予定であることを確認した。 

 

PIF原則 4 評価 

事業主体（銀行・投資家等）の提供する PIF は、実現するインパクトに基づいて内部の

専門性を有した機関または外部の評価機関によって評価されていること。 

本ファイナンスでは、清水地域経済研究センターが、JCR の協力を得て、インパクトの

包括分析、特定、評価を行った。JCRは、本ファイナンスにおけるポジティブ・ネガティブ

両側面のインパクトが適切に特定され、評価されていることを第三者として確認した。 
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III. 「インパクトファイナンスの基本的考え方」との整合に係る意見 

インパクトファイナンスの基本的考え方は、インパクトファイナンスを ESG金融の発展

形として環境・社会・経済へのインパクトを追求するものと位置づけ、大規模な民間資金を

巻き込みインパクトファイナンスを主流化することを目的としている。当該目的のため、国

内外で発展している様々な投融資におけるインパクトファイナンスの考え方を参照しなが

ら、基本的な考え方をとりまとめているものであり、インパクトファイナンスに係る原則・

ガイドライン・規制等ではないため、JCR は本基本的考え方に対する適合性の確認は行わ

ない。ただし、国内でインパクトファイナンスを主流化するための環境省及び ESG金融ハ

イレベル・パネルの重要なメッセージとして、本ファイナンス実施に際しては本基本的考え

方に整合的であるか否かを確認することとした。 

本基本的考え方におけるインパクトファイナンスは、以下の 4 要素を満たすものとして

定義されている。本ファイナンスは、以下の 4要素と基本的には整合している。ただし、要

素③について、モニタリング結果は基本的には借入人であるサンワ開発から貸付人である

清水銀行及び評価者である清水地域経済研究センターに対して開示がなされることとし、

可能な範囲で対外公表も検討していくこととしている。 

要素① 投融資時に、環境、社会、経済のいずれの側面においても重大なネガティブイ

ンパクトを適切に緩和・管理することを前提に、少なくとも一つの側面におい

てポジティブなインパクトを生み出す意図を持つもの 

要素② インパクトの評価及びモニタリングを行うもの 

要素③ インパクトの評価結果及びモニタリング結果の情報開示を行うもの 

要素④ 中長期的な視点に基づき、個々の金融機関/投資家にとって適切なリスク・リタ

ーンを確保しようとするもの 

また、本ファイナンスの評価・モニタリングのプロセスは、本基本的考え方で示された評

価・モニタリングフローと同等のものを想定しており、特に、企業の多様なインパクトを包

括的に把握するものと整合的である。 

 

IV. 結論 

以上の確認より、本ファイナンスは、国連環境計画金融イニシアティブの策定したポジテ

ィブ・インパクト・ファイナンス原則に適合している。 

また、環境省の ESG 金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2 項（4）に基づき設置された

ポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトファイナンス

の基本的考え方」と整合的である。 
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（第三者意見責任者） 

株式会社日本格付研究所 

サステナブル・ファイナンス評価部長 

 

 

                   

梶原 敦子 

 

 

 

 

 

担当主任アナリスト 

 

 

                    

梶原 敦子 

担当アナリスト 

 

 

                     

川越 広志 
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本第三者意見に関する重要な説明 

1. JCR第三者意見の前提・意義・限界 

日本格付研究所（JCR）が提供する第三者意見は、事業主体及び調達主体の、国連環境計画金融イニシ
アティブの策定したポジティブ・インパクト金融(PIF)原則への適合性及び環境省 ESG金融ハイレベル・
パネル内に設置されたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトファ
イナンスの基本的考え方」への整合性に関する、JCR の現時点での総合的な意見の表明であり、当該ポ
ジティブ・インパクト金融がもたらすポジティブなインパクトの程度を完全に表示しているものではあ
りません。 

本第三者意見は、依頼者である調達主体及び事業主体から供与された情報及び JCRが独自に収集した
情報に基づく現時点での計画又は状況に対する意見の表明であり、将来におけるポジティブな成果を保
証するものではありません。また、本第三者意見は、PIFによるポジティブな効果を定量的に証明するも
のではなく、その効果について責任を負うものではありません。本事業により調達される資金が同社の
設定するインパクト指標の達成度について、JCR は調達主体または調達主体の依頼する第三者によって
定量的・定性的に測定されていることを確認しますが、原則としてこれを直接測定することはありませ
ん。 

2. 本第三者意見を作成するうえで参照した国際的なイニシアティブ、原則等 

本意見作成にあたり、JCRは、以下の原則等を参照しています。 

国連環境計画 金融イニシアティブ ポジティブ・インパクト金融原則 

環境省 ESG金融ハイレベル・パネル内ポジティブインパクトファイナンスタスクフォース 
「インパクトファイナンスの基本的考え方」 

3. 信用格付業にかかる行為との関係 

本第三者意見を提供する行為は、JCR が関連業務として行うものであり、信用格付業にかかる行為と
は異なります。 

4. 信用格付との関係 

本件評価は信用格付とは異なり、また、あらかじめ定められた信用格付を提供し、または閲覧に供す
ることを約束するものではありません。 

5. JCRの第三者性 

本 PIF の事業主体または調達主体と JCR との間に、利益相反を生じる可能性のある資本関係、人的関
係等はありません。 

 

 

 

■留意事項 
本文書に記載された情報は、JCR が、事業主体または調達主体及び正確で信頼すべき情報源から入手したものです。ただし、当該

情報には、人為的、機械的、またはその他の事由による誤りが存在する可能性があります。したがって、JCR は、明示的であると黙
示的であるとを問わず、当該情報の正確性、結果、的確性、適時性、完全性、市場性、特定の目的への適合性について、一切表明保
証するものではなく、また、JCR は、当該情報の誤り、遺漏、または当該情報を使用した結果について、一切責任を負いません。JCR
は、いかなる状況においても、当該情報のあらゆる使用から生じうる、機会損失、金銭的損失を含むあらゆる種類の、特別損害、間
接損害、付随的損害、派生的損害について、契約責任、不法行為責任、無過失責任その他責任原因のいかんを問わず、また、当該損
害が予見可能であると予見不可能であるとを問わず、一切責任を負いません。本第三者意見は、評価の対象であるポジティブ・イン
パクト・ファイナンスにかかる各種のリスク（信用リスク、価格変動リスク、市場流動性リスク、価格変動リスク等）について、何
ら意見を表明するものではありません。また、本第三者意見は JCR の現時点での総合的な意見の表明であって、事実の表明ではなく、
リスクの判断や個別の債券、コマーシャルペーパー等の購入、売却、保有の意思決定に関して何らの推奨をするものでもありません。
本第三者意見は、情報の変更、情報の不足その他の事由により変更、中断、または撤回されることがあります。本文書に係る一切の
権利は、JCR が保有しています。本文書の一部または全部を問わず、JCR に無断で複製、翻案、改変等をすることは禁じられていま
す。 

■用語解説   
第三者意見：本レポートは、依頼人の求めに応じ、独立・中立・公平な立場から、銀行等が作成したポジティブ・インパクト・ファ
イナンス評価書の国連環境計画金融イニシアティブのポジティブ・インパクト金融原則への適合性について第三者意見を述べたもの
です。  
事業主体：ポジティブ・インパクト・ファイナンスを実施する金融機関をいいます。 
調達主体：ポジティブ・インパクト・ビジネスのためにポジティブ・インパクト・ファイナンスによって借入を行う事業会社等をい
います。 

■サステナブル・ファイナンスの外部評価者としての登録状況等   
・国連環境計画 金融イニシアティブ ポジティブインパクト作業部会メンバー  
・環境省 グリーンボンド外部レビュー者登録 
・ICMA (国際資本市場協会に外部評価者としてオブザーバー登録) ソーシャルボンド原則作業部会メンバー 
・Climate Bonds Initiative Approved Verifier (気候変動イニシアティブ認定検証機関) 
 

■本件に関するお問い合わせ先 
情報サービス部  TEL：03-3544-7013 FAX：03-3544-7026 
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清水地域経済研究センターは、株式会社日本格付研究所の協力を得て、国連環境計画

金融計画（UNEP FI）が公表している「ポジティブ・インパクト・ファイナンス金

融原則」に則り、株式会社サンワ開発（以下、サンワ開発という）の包括的なインパ

クト分析を行いました。 

清水銀行は、本評価書で特定されたポジティブインパクトの拡大とネガティブイン

パクトの低減に向けた取り組みを支援するため、サンワ開発に対してポジティブ・イ

ンパクト・ファイナンス（以下、ＰＩＦという）を実行します。 

 

１．評価の概要 

（企業概要） 

サンワ開発は、1989 年 11 月に先代社長の鈴木和夫氏が設立。1990 年に宅地建物取

引業免許を取得、1999 年に建設業許可を取得、2002 年に二級建築士事務所を登録し

た。現在では戸建分譲住宅販売を中心に、注文住宅の設計・施工、不動産仲介・販売を行

っている。 

静岡県藤枝市のある志太地区を中心に活動しており、地域住民の健康を留意した社会貢献

活動へ積極的に関与し、フットサルスタジアムの営業やフットサル大会の主催、駅伝大会

や PK 大会等自治体主催のスポーツイベントへ協賛を行っている。また、社員教育にも熱

心であり、毎月外部講師を招聘しての勉強会実施、資格取得の目標設定等、サンワ開発が

学習の機会を提供し、社員が積極的に自ら学習をしている。 

住宅メーカーとして戸建分譲住宅及び注文住宅を年間約 30 棟販売。特に、サンワ開発の

中心事業である戸建分譲住宅は、標準装備として太陽光発電設備、制震ダンバーの搭載、

節水を意識した水回り等、安心・安全かつ省エネにも留意した住宅を提供している。 

 

（インパクトの特定） 

 インパクトレーダーによる標準値に対して、サンワ開発の事業実態に則した結果、ポジテ

ィブインパクトにおいては「健康・衛生」「経済収束」を削除、「教育」、「気候」を追

加する。また、ネガティブインパクトにおいては「住居」「文化・伝統」「水（質）」

「大気」「土壌」「生物多様性と生態系サービス」、「資源効率・安全性」を削除する。 

 その結果、サンワ開発のポジティブインパクトは、「住居」「教育」「雇用」「エネルギ

ー」「文化・伝統」「気候」「包括的で健全な経済」を特定し、ネガティブインパクト

は、「健康・衛生」「雇用」「エネルギー」「人格と人の安全保障」「気候」「廃棄物」

を特定した。 

 

（ＫＰＩの決定） 

 特定したポジティブインパクトにおいて、社会面と経済面においては、高付加価値（省エ

ネ・高断熱・制震性）を付した戸建分譲住宅の施工棟数を KPI に設定し、社会面では人材

育成や資格取得促進のため資格取得に伴う昇給体制の整備と資格取得単位、及びダイバー
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シティ採用推進のため高齢者雇用人数や女性雇用人数を KPI とした。環境面においては、

エネルギー対策として戸建分譲住宅等の施工数に対し太陽光発電設備設置率を KPI として

設定する。  

 また、ネガティブインパクトについては、社会面において労働災害対策や安全管理教育に

取り組み、労働災害ゼロとすることを KPI とする他、業界全体での取組が必要とされる労

働条件の改善について IT 化推進による 4 週 8 休体制への取り組みを KPI として設定す

る。 

環境面においては、建設現場で出される廃棄物の削減に向けた自社での廃棄物縮減対策マ

ニュアルの作成を KPI とする。 

 

（モニタリング） 

 モニタリング体制は、責任者を梅津社長、担当部署を総務部とし、プロジェクトリーダー

を総務部所属の塚本氏とする。 

 

２．ＰＩＦの概要 

今回実施予定の融資概要                                             

契約日および返済期限 2022 年 8 月 31 日～2027 年 8 月 31 日 

金額 50,000,000 円 

資金使途 運転資金 

モニタリング期間 5 年 

 

３．企業概要 

企業名 株式会社サンワ開発 

所在地 藤枝市田沼 1 丁目 29－19 サンワビル 1 階 

海外拠点の有無 無 

従業員 15 名 

資本金 10 百万円 

業種 建築工事業、不動産業、不動産賃貸業 

事業の内容 建築工事業 70％ 

不動産業  20％ 

不動産賃貸業 10％ 

主要取引先 ＜主要仕入先＞ 

石原ホームコンポーネント株式会社 

メープルコア静岡株式会社 

株式会社カトウ電器 

＜主要販売先＞ 

一般顧客 他 
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沿革 1989 年 11 月 サンワ開発設立 

1990 年 3 月 宅地建物取引業免許取得 

1999 年 4 月 建設業許可取得 

2002 年 5 月 二級建築士事務所登録 

2006 年 11 月 梅津敏弘代表取締役就任 

2010 年 4 月 フットサル場「サンワフィールドばらの丘」開業 

企業理念 一生懸命が自らを成長させ、すべての人を笑顔にする 

経営方針 自発的に動く、明るい挨拶、思いやりを持つ 

組織図  
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4．包括的分析 

（１）業種別インパクトの状況 

① 建築工事業におけるインパクトレーダーの標準値において、ポジティブなインパ

クトとして「住居」「健康・衛生」「雇用」「エネルギー」「包括的で健全な経

済」「経済収束」が発現され、ネガティブなインパクトして「健康・衛生」「雇

用」「エネルギー」「文化・伝統」「人格と人の安全保障」「水（質）」「大

気」「土壌」「生物多様性と生態系サービス」「資源効率・安全性」「気候」

「廃棄物」が発現された。 

 

 

② 自己所有物件または賃借物件による不動産業におけるインパクトレーダーの標準

値において、ポジティブなインパクトとして「住居」「健康・衛生」「雇用」

「文化・伝統」「包括的で健全な経済」が発現され、ネガティブなインパクトと

して「住居」「健康・衛生」「雇用」「文化・伝統」「水（質）」「土壌」「生

物多様性と生態系サービス」「資源効率・安全性」「気候」「廃棄物」が発現さ

れた。 

ポジティブ ネガティブ

水(入手可能性）

食糧

住居

健康・衛生

教育

雇用

エネルギー

移動手段

情報

文化・伝統

人格と人の安全保障

正義

強固な制度・平和・安定

水（質）

大気

土壌

生物多様性と
生態系サービス

資源効率・
安全性

気候

廃棄物

包括的で健全な経済

経済収束

標準値
410 4100 建築工事業
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（２）戸建分譲住宅業界におけるインパクトの状況 

① 戸建分譲住宅業界の概要 

戸建分譲住宅業界は、大手デベロッパーである飯田グループホールディングスが

約 46000 戸／年を供給しており、全国シェアの約 30％を占める。飯田グルー

プに追随するデベロッパーはなく、2 番手シェアであるオープンハウスは約

2800 戸／年の供給に留まる。年間 1000 戸以上の戸建分譲住宅を手掛ける企

業は、前述の 2 社を含めて 4 社しかなく、大手偏重の業界シェアとなる。 

戸建分譲住宅着工戸数は、飯田グループの牽引により、2020 年のコロナウィル

スの影響による減少を除けば増加傾向にある。 

分譲地の開発、着工戸数が増加している中で、環境問題への取り組みも並行して

行っている。飯田グループでは、植樹イベントへの参加・協賛や、木質バイオマ

スの有効活用、再生可能エネルギー創出のため太陽光発電設備事業を実施するこ

とで、ネガティブインパクトの低減化に努めている。シェア 2 番手であるオープ

ンハウスは、2.5ha の森林を所有。「オープンハウスの森研修」と称して森林保

全活動を行っている。また、住宅全てにノンフロン断熱材を使用し、地球温暖化

対策を講じている。 

ポジティブ ネガティブ

水(入手可能性）

食糧

住居

健康・衛生

教育

雇用

エネルギー

移動手段

情報

文化・伝統

人格と人の安全保障

正義

強固な制度・平和・安定

水（質）

大気

土壌

生物多様性と
生態系サービス

資源効率・
安全性

気候

廃棄物

包括的で健全な経済

経済収束

標準値681 6810 自己所有物件または
賃借物件による不動産業
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② 戸建分譲住宅業界の雇用状況について 

戸建分譲住宅業界における従業員数は、大手デベロッパーを中心に増加傾向にあ

る。従業員数は、飯田グループが 12815 名、オープンハウスが 4080 名（共

に 2022 年 3 月末）であり、従業員数は増加傾向にある。大手デベロッパーは

営業エリアの拡大を図っている為、新規進出エリアへの出店に伴い、従業員の増

員を行っている傾向にある。 

業界大手による働き方改革、ダイバーシティ推進も進んでおり、飯田グループ

は、サステナビリティ推進委員会を設置し、働き方改革においては、グループ内

託児所の設置し、女性従業員の働きやすい環境を整えている。。オープンハウス

は、業界特有の深夜残業削減に向け、IT部門の導入による内製化の実施、女性活

躍推進室の設置、新卒女性採用比率の向上、女性管理職比率の向上等に取り組ん

でいる。 

建設業界全体としては、年間総実務労働時間が他業界の平均と比較し多いことが

問題視されている。特に 4 週 8 休の浸透度が低く、4 週 4 休が恒常化している

業態である。戸建分譲住宅業界についても、土日の営業が不可欠であり、平日の

固定休か、もしくは交代制による休日の取得が一般的である。建設業全体で国土

交通省より、働き方改革実行計画が示され、2024 年には罰則付き時間外労働規

制の一般則が適用される。また、週休 2 日体制の整備が求められる。 

③ 戸建分譲住宅業界における法規制 

戸建分譲住宅を手掛けるには、許認可が必要となる。 

営業の流れは以下の通り。 
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各段階で、必要な許認可、法規制がある。 

許認可：宅地建物取引業（従業員 5 人あたり 1 名の宅地建物取引士） 

宅地造成等規制法 「開発許可」の取得（工事完了の公告が必要） 

静岡県盛土等の規制に関する条例（静岡県） 

許認可：建築設計事務所登録 

許認可：建設業許可 

建築基準法 

都市計画法 

④ 静岡県内の状況 

静岡県内では、大手デベロッパーの飯田グループが県内 40％以上のシェアを占

めている。県内企業では、ホームポジション、心建設、遠州鉄道の 3 社が年間約

100 棟の着工実績があり、県内シェア上位である。 

 

静岡県は上図の通り、全国と異なり総着工戸数の減少が大きい。持家（注文住

宅）比率が高く、総着工戸数の約 50％が持家である。戸建分譲住宅は 2010

年、全体の 7.75％であったが、2019 年には 15.31％まで上昇している。

2020 年はコロナウィルス感染症の影響から減少に転じたものの、静岡県の戸建

分譲住宅ニーズは増加傾向にあることがわかる。 

⑤ サンワ開発の営業エリアの状況 

サンワ開発の事業は、戸建分譲住宅販売、注文住宅建築、不動産事業、不動産賃

貸事業にて構成されている。静岡県藤枝市を中心に、焼津市、島田市等志太地区

が営業エリアとなる。特に中心となるエリアは藤枝市である。 

 



株式会社清水地域経済研究センター 

The Shimizu Regional Economy Research Center,INC 

  

10 

 

藤枝市は静岡県全体と比較して、さらに持家比率が高い地域である。総着工戸数

が減少している中で、戸建分譲住宅の着工件数は一定水準を保っている。2011

年から 2013 年までの間、大幅に戸建分譲住宅の着工件数が増加しているが、こ

れは東日本大震災の影響により、沿岸部地域から住替需要が増加したことによ

る。駅前周辺の再開発エリアでは、定期的に分譲マンションが建設されるため、

隣接する焼津市と比較し、戸建分譲住宅着工件数は伸び悩んでいる。 

 

 

焼津市は、戸建分譲住宅の比率が増加している。藤枝市と比較し海に接する焼津

市は、東日本大震災後に戸建分譲着工戸数が減少に転じたが、以降増加に転じ

た。島田市は、2016 年に総着工戸数の 15％超が戸建分譲住宅となり、増加傾

向にあったが、2018 年以降は低迷している。２市共に持家比率は藤枝市より高

く、土地付き一戸建需要の高い地域であり、その中でも戸建分譲住宅は、一定の

需要を保持している地域である。 

（３）サンワ開発の事業概要 

① 事業内容 

202１年度実績において、建築工事業売上は 70%、不動産業売上は 20%、不動

産賃貸業売上は 10％となっている。 
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(ア) 建築工事業 

建築工事業は、戸建分譲住宅と注文住宅の建築が主であり、戸建分譲住宅の割

合は注文住宅の割合のおおよそ２倍である。区画分譲をする際に、全区画を戸

建分譲住宅として販売せず、１区画ないし２区画を建築条件付土地として販売

する。住宅建築におけるニーズは多様であり、平屋住宅やガレージ付住宅、バ

リアフリー住宅等、戸建分譲住宅では対応できないニーズがある。そうしたニ

ーズにも対応するため、注文住宅として対応できる区画を準備している。 

 

静岡県藤枝市を中心に、焼津市、島田市等志太地区が営業エリアとなる。年間

販売実績は戸建分譲住宅が 20 棟で、注文住宅と合わせて 30 棟の販売を行っ

ている。戸建分譲住宅の価格帯は 25,000 千円から 28,000 千円台であり、

当地区の戸建分譲住宅平均価格（22,000 千円から 28,000 千円台）と比較

してやや高価である。高価となる理由として、「戸建分譲住宅と見られない物

件」をコンセプトとしていることがあげられる。戸建分譲住宅の場合、仕入価

格の抑制を目的として、同系色、同一間取りの物件が隣接し販売されることが

多い。その為、一見して戸建分譲住宅であることが分かるが、サンワ開発の戸

建分譲住宅は外部建築デザイナーと提携し、外観からコンセプトの異なる住宅

を隣接させている。 

 

具体的な販売戦略は、新聞折込広告とネット広告を利用した現場見学会を毎週

行う。営業 4 名（うち女性 2 名）が各現場を担当する。 

アフターメンテナンスとして、1 年目、5 年目、10 年目の定期点検を実施す

る。 

＜同社の戸建分譲住宅の外観＞ 

          

      ＜同社の戸建分譲住宅の内観＞ 
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＜隣接するコンセプトの異なる戸建分譲住宅＞ 

  

 

 

        

  

 

 

(イ) 不動産業 

不動産業については、新規顧客の住み替えにより売却ニーズが発生する物件の

取り扱いがメインであり、中古住宅の売却仲介が多い。戸建分譲住宅を長期保

有しないため、注文住宅用地として販売を計画していた区画について、一定期

間保持した後、土地のみの早期売却も当事業に該当する。 

 

(ウ) 不動産賃貸業 

売上構成比は低いが、不動産賃貸業としてテナント住居併用ビル、貸事務所、

貸店舗を保有している。 

 

② サプライチェーンの概要 

サンワ開発の主要事業である戸建分譲住宅については、分譲する土地探しからスタ

ートする。不動産オーナーから、宅地分譲に適した不動産を購入し、開発、デザイ

ンを決め、各段階で必要な申請手続きや仕入を行う。 

分譲開発から建築施工までの工事については、下請業者へ委託する。仕入業者や下 

請業者は静岡県内かつ近隣の下請業者を利用するケースが多い。 

宅地取得が完了し、建設工事が開始された時点から、販売戦略を取る。 

国土交通省の調査（「令和 3 年度住宅市場動向調査」）によると、戸建分譲住宅

の物件情報入手手法はインターネットでの検索が圧倒的に多く(複数回答

53.0％)、その他メディア媒体では住宅情報誌（同 8.4％）、新聞折込広告（同

7.4％）の順となるが、サンワ開発の販売は各メディア媒体と、現地販売会（回

答：「現地を通りかかった」22.8％）を併用して行う。 

建物完成後は、現地見学会を実施し、購入希望者への販売を行う。 



株式会社清水地域経済研究センター 

The Shimizu Regional Economy Research Center,INC 

  

13 

 

 

    

 

 

 

 

 

 



株式会社清水地域経済研究センター 

The Shimizu Regional Economy Research Center,INC 

  

14 

 

5．サステナビリティ経営体制 

（１）サステナビリティ経営方針 

サンワ開発の企業理念は「一生懸命が自らを成長させ、すべての人を笑顔にする」であ

る。従業員が自発的に考え働く人材育成を実施する中で、風通しが良い、働き甲斐ある

職場つくりを行っている。顧客に質の高い提案を実施するために積極的に資格取得等で

自身を成長させ、事業活動を通し地域貢献を行っている。最適なくらしを提供するた

め、従業員一人一人が社会的な使命感を持ち業務に取り組んでいる。 

「サンワが叶えます」をモットーに、顧客が満足するマイホーム等の提供と持続可能な

社会の実現を目指している。「安心・安全」な住宅を提供するため、環境への配慮、災

害への対策、ライフサイクルに合わせた住宅設計等、事業のサステナビリティ向上を目

指している。 

 

（２）社会面における対応 

① 「住居」に対して取り組んでいる項目、課題等 

・「安心、安全」及び再生可能エネルギーへの取組み 

戸建分譲住宅の設備の標準装備として、家庭用太陽光発電設備、制震ダンパー、食洗

器や節水対応のキッチン、水回りを搭載している。「安心、安全」な住宅として災害

対策を講じている他、購入後のランニングコストを抑制するため、再生可能エネルギ

ー及び節水機能を付している。購入層は 20 代から 40 代の子育て世帯が多く、購入

層のライフプランに合わせて長期間利用してもらうことを念頭に、２階にもトイレを

設置している物件が大部分である。 

＜制震ダンパー＞ 

      

 

＜2 階にもトイレ、水回りを設置＞ 
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   ・販売価格への取組み 

一般の戸建分譲住宅と比較して、外観、設備ともにハイグレードであるが、上層価格

が大きく異ならない理由は、分譲地の仕入れに特色があるためである。営業エリアで

ある志太地区は調整区域エリアが多い。そのため、サンワ開発の分譲地は調整区域内

の分譲が多く、土地を安価に仕入れることで建築コストをより多く確保することがで

きる。主要エリアである藤枝市内の調整区域内の分譲地開発は、１区画あたり 200

㎡以上が義務付けられており、３台以上の駐車場、庭付きの戸建分譲住宅として販売

することができる。 

 

② 「健康・衛生」として取り組んでいる項目、課題等 

・従業員の健康・衛生への取組み 

従業員の健康管理に関しては年 1 回の定期検診を実施している。また、自社のフッ

トサル場を利用した健康促進イベントに従業員も参加し、心身のリフレッシュを行

っている。 

静岡県は南海トラフ巨大地震による災害も想定されており、地震発生時等の安全確

保や事業継続に備える必要性がある。 

・BCP への取組み 

サンワ開発は BCP（事業継続計画）が策定されており、緊急時の体制と指揮命令系

統、安否確認方法、業務継続に必要な要素や資源、BCP 発動から復旧までのフロー

を策定し、従業員の安全確保を行っている。 

 

③ 「教育」として取り組んでいる項目、課題等 

・従業員への教育への取組み 

 従業員には月 1 回、次世代幹部候補者を筆頭に、営業手法とメンタルを成長させる

ため、外部講師を招いた研修を行っている。自分に向き合い仕事に対するモチベー

ションの向上と営業手法のレベルアップを図っている。 

 自ら積極的に学ぶという経営方針から、社員一丸となり、年間目標 10 単位の資格

取得へチャレンジしている。現在は多様な資格を 22 単位取得済みである。 
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資格取得状況 

 

  

④ 「雇用」として取り組んでいる項目、課題等 

・女性、高齢者雇用への取組み 

従業員の状況 

    

   女性従業員は現状 4 名おり、その内 1 名は管理者となっている。女性目線でのきめ

細やかで安心感を与える営業を支援することにより、女性の活躍を後押ししている。

女性従業員の積極的な採用と女性管理職の登用により、女性目線の働きやすい職場環

境改善に努めている。 

就業規則第 29 条「定年後の再雇用」を明記しており、高齢者の継続雇用体制が整っ

ている。再雇用制度により、勤続年数を向上させることで、長期安定した雇用体制及

び技術、技能の承継に資する職場環境の構築を行っている。現在は、60 代の再雇用

者 3 名が在籍している。今後は、再雇用者のみでなく、他社の定年退職者再雇用等へ

の仕組み作り及び、取組みが課題となる。 
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現在、管理職は代表者と管理者 1 名であり、管理職の女性比率は 50％であるが、従

業員全体での女性比率は 26.6％であり、従業員全体に対しての女性比率を引き上げ

ることが課題となる。 

・働きがいのある職場への取組み 

社内業務の見直しを行い IT化による職務量の削減を推進し、雇用契約の見直しによ

る出勤日数の縮減を行う。現状では、設計、見積もり、営業に至るまで、人力への依

存度が高く、長期時間労働につながっていることが課題であり、4 週 6 休体制となっ

ている。国土交通省が推奨する「建設業働き方改革加速化プログラム」に則り、省力

化のため ICT の活用を促進し、4 週 8 休体制の取組みにより、働きがいのある職場

の実現を進めていく。 

 

⑤ 「エネルギー」に対して取り組んでいる項目、課題等 

・家庭用太陽光発電設備普及への取組み 

サンワ開発が施工する戸建分譲住宅は家庭用太陽光発電設備を標準装備しているが、

注文住宅に関しても、同設備の提案、設置を積極的に実施しており、自社で販売する

住宅を通して、環境保全に対する取り組みを行っている。 

太陽光発電設備は建物完成後に屋根へ設置する。その為、構造上の問題から、太陽光

設備が設置できなかったケースが 1 棟あり、戸建分譲住宅の設置率は現状 95％であ

る。販売する戸建分譲住宅の太陽光設備設置率 100％を達成する為、建築設計時か

ら太陽光設備設置を考慮した設計を行う必要がある。節水機能付きの食洗機、システ

ムキッチン、トイレは標準装備である。 

また、ZEH（ゼロエネルギーハウス）などの取り組み行っているものの、顧客の手続

きの煩雑さやイニシャルコストの問題から積極的に推進するまでは至っていない。 

 

＜家庭用太陽光設備＞ 
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＜節水機能付き食洗機、トイレ等） 

  

 

⑥ 「文化・伝統」に対して取り組んでいる項目、課題等 

・地域貢献への取組み 

藤枝市内を中心に、地域貢献、特に健康に留意したスポーツイベントの開催、協賛を

行っており、地域におけるスポーツの場を提供し、地域住民の健康増進を手助けして

いる。自社で保有する「サンワフィールドばらの丘」はフットサル専門スタジアムで

ある。屋根付きコート、ナイター照明、クラブハウスを有しているため、昼夜を問わ

ず利用が可能である。元 J リーガーによる小学生、中学生向けのスクールも開校して

いる。年 6 回程度の大会（ＳＡＮＷＡ ＣＵＰ、ＥＮＪＯＹ ＣＵＰ）を主催し、地域

のフットサルチームが集結している中で、サンワ開発でもチームを発足し大会に参加

している。 

また、同じ「サンワフィールドばらの丘」にて定期的にヨガ教室を開催し、地域住民

の健康促進、運動不足解消の手助けを行っている。 
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＜第 15 回藤枝リバティ駅伝（協賛）の様子＞  

  

 ＜フットサルスタジアム（サンワフィールドばらの丘）＞ 

   外観           フットサル大会      ヨガ教室 

    

⑦ 「人格と人の安全保障」に対して取り組んでいる項目、課題等 

・差別・ハラスメントへの取組み 

差別とハラスメントに関して、社内コンプライアンス体制を整備しており社内で徹底

されている。従業員や取引先からの差別やハラスメントに該当する行為はなく、今後

も働きやすく風通しの良い社内環境と整えていく。 

 

（３）環境面における対応 

① 「水(質)」「大気」「土壌」「生物多様性と生態系サービス」に対して取り組んでい

る項目、課題等 

同社の事業全般において水質汚染や水質汚濁、大気汚染、土壌汚染の要素は限定的で

あり、かつ山林開発や大規模開発は行っていない。 

② 「資源効率・安全性」に対して取り組んでいる項目、課題等 

同社の事業において資源効率・安全性に資する取り組みはない。 

③ 「気候」に対して取り組んでいる項目、課題等 

同社は 2016 年自社事業として 50KW の太陽光発電設備を所有し、発電事業を通じ

て CO2 削減や地球温暖化防止に寄与している。 

＜自社保有太陽光発電設備＞ 
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④ 「廃棄物」に対して取り組んでいる項目、課題等 

・建築現場における廃棄物削減、分別管理への取組み 

建築現場での廃棄物分別管理の徹底と削減は、下請業者に対し、現場毎に徹底してい

る。社内での分別廃棄、ペーパーレス化の取り組みも実践している。 

また、「静岡県盛り土等の規制に関する条例」の制定に伴い、残土の適正な処分を行

っている。 

建築現場における廃棄物削減、防止への取り組みについて、共通のマニュアルがな

く、現場毎の指導となっていることが課題である。 

 

（４）経済面における対応 

① 「包括的で健全な経済」に対して取り組んでいる項目、課題等 

・戸建分譲住宅供給戸数増加への取組み 

サンワ開発戸建分譲住宅の購買層は、20 代から 30 代の子育世帯が多い。現在、戸

建分譲住宅として年間 20 棟を取り組み、注文住宅と併せて 30 棟の販売を行ってい

る。注文住宅は、購入者のニーズや考えが盛り込まれるため、サンワ開発が取り組

む、制震性、省エネ、節水、ライフサイクルを考慮した設計等「安心、安全」の概念

と異なる住宅を建築するケースもある。 

戸建分譲住宅は、「安心、安全」かつ省エネを盛り込んだ環境配慮型住宅を、若年層

世帯が購入可能な金額設定にて販売しており、サンワ開発が考える「快適なくらしの

提供」に見合う住宅である。 

戸建分譲住宅の年間供給戸数を増加させることで、健全な経済の促進に努めていく。 

    

② 「経済収束」に対して取り組んでいる項目、課題等 

令和 2 年度の静岡県分譲住宅総着工戸数は 2856 戸、うち営業エリア内での総着工

戸数 257 戸（9.00％）となり、同エリアでサンワ開発が着工した戸建分譲住宅戸数

は 20 戸である。シェア率は静岡県内で 0.70％、営業エリア内でも 7.78％となって

いる。 

現在の事業規模的に地域社会においての経済収束への影響は限定的である。 
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6．インパクトの特定 

（１）インパクトの特定分析 

UNEP FI のインパクトレーダーにおける標準値を基に、前記の分析を踏まえ、下記

のプレ審査シートにて個社別の状況を考慮して、インパクトと KPI 設定対象を特定し

た。 
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（２）インパクト特定 

① 建築工事業インパクトの特定分析 

インパクトレーダー標準値として発現した項目に、包括的分析およびサステナビリテ

ィ経営体制において分析した結果、「教育」「気候」のポジティブを追加し、「健

康・衛生」「経済収束」のポジティブ、「文化・伝統」「水（質）」「大気」「土

壌」「生物多様性と生態系サービス」「資源効率・安全性」のネガティブを削除して

インパクトを特定した。 

＜削除理由＞ 

「健康・衛生」のポジティブ：同社事業において医療サービス、薬品、社会福祉のサ

ービスは行っていない 

「文化・伝統」のネガティブ：文化・伝統にネガティブな影響を及ぼす取り組みはな

い 

「水（質）」のネガティブ：同社事業において水質汚染や汚濁の要素はない 

「大気」のネガティブ：同社事業において大気汚染の要素はない 

「土壌」のネガティブ：同社事業において土壌汚染の要素はない 

「生物多様性と生態系サービス」のネガティブ：同社事業において山林開発、大規模

開発は行っていない 

「資源効率・安全性」のネガティブ：同社事業において資源効率・安全性に資する事

業は行っていない 

「経済収束」のポジティブ：同社事業規模的に経済収束への影響は限定的 

 

＜特定したインパクト＞ 

ポジティブ：「住居」「雇用」「エネルギー」「気候」「包括的で健全な経済」 

ネガティブ：「健康・衛生」「雇用」「エネルギー」「人格と人の安全保障」「気

候」「廃棄物」 
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② 不動産業のインパクトの特定 

インパクトレーダーの標準値として発現した項目に、包括的分析およびサステナビリ

ティ経営体制において分析した結果、「気候」をポジティブに追加し、「健康・衛

生」のポジティブ、「住居」「文化・伝統」「水（質）」「土壌」「生物多様性と生

態系サービス」「資源効率・安全性」のネガティブを削除してインパクトを特定し

た。 

＜削除理由＞ 

「住居」のネガティブ：販売計画がない土地の仕入れは行わず、廃屋がでるリスクは

少ない 

「健康・衛生」のポジティブ：同社事業において医療サービス、薬品、社会福祉のサ

ービスは行っていない 

「文化・伝統」のネガティブ：文化・伝統にネガティブな影響を及ぼす取り組みはな

い 

「水（質）」のネガティブ：同社事業において水質汚染や汚濁の要素はない 

「土壌」のネガティブ：同社事業において土壌汚染の要素はない 

「生物多様性と生態系サービス」のネガティブ：同社事業において山林開発、大規模

開発はおこなっていない 

「資源効率・安全性」のネガティブ：同社事業において資源効率・安全性に資する事

業は行っていない 

 

 

ポジティブ ネガティブ

水(入手可能性）

食糧

住居

健康・衛生

教育

雇用

エネルギー

移動手段

情報

文化・伝統

人格と人の安全保障

正義

強固な制度・平和・安定

水（質）

大気

土壌

生物多様性と
生態系サービス

資源効率・
安全性

気候

廃棄物

包括的で健全な経済

経済収束

修正値
410 4100 建築工事業
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＜特定したインパクト＞ 

ポジティブ：「住居」「雇用」「文化・伝統」「気候」「包括的で健全な経済」 

ネガティブ：「健康・衛生」「雇用」「気候」「廃棄物」 

 

③ サンワ開発として KPI は設定しないがインパクトを特定する項目 

以下の項目については、事業のなかでポジティブインパクトを与える、またはネガテ

ィブインパクトを抑制する活動を行っているが、具体的な KPI の設定と測定が難しい

ことから、インパクトの特定は行うものの、KPI の設定は行わないこととした。 

(ア) 「エネルギー」のネガティブ 

ZEH（ゼロエネルギーハウス）などの取り組みは行っているものの、顧客の

手続きの煩雑さやイニシャルコストの問題から積極的に推進するまでは至って

おらず、KPI の設定は行わないこととした。一方、ポジティブインパクトとし

て太陽光発電設備の設置については KPI を設定することとした。 

(イ) 「文化・伝統」のポジティブ 

同社は 2022 年 3 月の SDGｓ宣言で地域貢献・社会貢献のために自社が所

有しているフットサルスタジアムの「サンワフィールドばらの丘」を利用し、

元プロサッカー選手のサッカースクールを開催するなどして地域の子供たちを

応援している。今後も地域スポーツイベント協賛や健康イベント協賛を行い地

域文化の活性化を進めていくものの、具体的 KPI 設定は行わないことを確認

した。 

(ウ) 「人格と人の安全保障」のネガティブ 

ポジティブ ネガティブ

水(入手可能性）

食糧

住居

健康・衛生

教育

雇用

エネルギー

移動手段

情報

文化・伝統

人格と人の安全保障

正義

強固な制度・平和・安定

水（質）

大気

土壌

生物多様性と
生態系サービス

資源効率・
安全性

気候

廃棄物

包括的で健全な経済

経済収束

修正値681 6810 自己所有物件または
賃借物件による不動産業
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従業員や取引先からの差別、ハラスメントについて社内コンプライアンス体制

を整備しており、今後も社内で徹底されている。今までも差別やハラスメント

に該当する行為はなく、今後も社内研修等を通じて徹底していくこととし KPI

は設定しないことを確認した。 

(エ) 「気候」のポジティブとネガティブ 

同社は２０１６年事業として 50KW の太陽光発電設備を所有し、発電事業を

通じて CO2 削減や地球温暖化防止に寄与している。今後も事業として太陽光

発電設備などの設置や購入は検討はするものの、KPI の設定については見送っ

た。 

また、営業車両の低燃費自動車やハイブリッド化や EV 化も、すでに５台中２

台が転換されており、KPI 設定項目からは見送った。 

 

（３）インパクトレーダーにおけるマッピング 

特定したインパクトをもとにインパクトレーダーで発現したインパクト・マップは以下

の通りとなる。 
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7．ＫＰＩの決定 

（１）ポジティブな成果が期待できる事項 

 〈社会面〉〈経済面〉 

テーマ 安心、安全な提案、設計、施工による快適なマイホームの提供 

インパクトレーダー 住宅  

包括的で健全な経済 

取組内容 地域の若年ファミリー層でも購入可能な安心・安全かつ高付

加価値（省エネ・高断熱・制震性）、コストパフォーマンスの

よい戸建分譲住宅を提供していく。 

ＳＤＧｓとの関連性 11.1 2030 年までに、すべての人々の、適切、安全かつ安

価な住宅及び基本的サービスへのアクセスを確保し、スラ

ムを改善する。 

11.3   2030 年までに、包摂的かつ持続可能な都市化を促

進し、すべての国々の参加型、包摂的かつ持続可能な人間

居住計画・管理の能力を強化する。 

11.a   各国・地域規模の開発計画の強化を通じて、経済、社

会、環境面における都市部、都市周辺部及び農村部間の良

好なつながりを支援する。 

ＫＰＩ 2027 年までに高付加価値の戸建分譲住宅の年間住宅販売を

現在の２０棟から 30 棟以上にする。 

 

テーマ ダイバーシティ採用推進 

インパクトレーダー 雇用 

包括的で健全な経済 

取組内容 定年延長による従業員勤続年数の更なる向上や高齢者雇用 

女性管理職の積極登用や女性の働きやすい職場環境の提供 

ＳＤＧｓとの関連性 

 

 

5.1   あらゆる場所におけるすべての女性及び女児に対する

あらゆる形態の差別を撤廃する。 

5.5   政治、経済、公共分野でのあらゆるレベルの意思決定に

おいて、完全かつ効果的な女性の参画及び平等なリーダー

シップの機会を確保する。 

5.a   女性に対し、経済的資源に対する同等の権利、ならびに

各国法に従い、オーナーシップ及び土地その他の財産、金

融サービス、相続財産、天然資源に対するアクセスを与え

るための改革に着手する。 

5.b   女性の能力強化促進のため、ICT をはじめとする実現

技術の活用を強化する。 
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5.c   ジェンダー平等の促進、ならびにすべての女性及び女

子のあらゆるレベルでの能力強化のための適正な政策及

び拘束力のある法規を導入・強化する 

8.3   生産活動や適切な雇用創出、起業、創造性及びイノベ

ーションを支援する開発重視型の政策を促進するととも

に、金融サービスへのアクセス改善などを通じて中小零

細企業の設立や成長を奨励する。 

8.5   2030年までに、若者や障害者を含むすべての男性及

び女性の、完全かつ生産的な雇用及び働きがいのある人

間らしい仕事、ならびに同一価値の労働についての同一

賃金を達成する。 

8.8  移住労働者、特に女性の移住労働者や不安定な雇用状

態にある労働者など、すべての労働者の権利を保護し、

安全・安心な労働環境を促進する。 

ＫＰＩ 2024 年までに高齢者在籍人数 3 名、女性在籍人数 5 名とす

る。 

〈社会面〉 

テーマ 人材育成、資格取得促進と従業員満足度の向上を図る 

インパクトレーダー 教育 

取組内容 資格取得に対する昇給制の整備 

外部講師による幹部研修実施 

給与規則を改定し、資格保有者へのインセンティブ付与を検

討。従業員へ資格取得を促し、有資格者を増加させる 

ＳＤＧｓとの関連性 

 

4.4 2030 年までに、技術的・職業的スキルなど、雇用、働 

きがいのある人間らしい仕事及び起業に必要な技能を備

えた若者と成人の割合を大幅に増加させる。 

 

 

ＫＰＩ 2027 年までに給与規則改定し、資格取得者に対してインセ

ンティブを付与する。 

２０27 年までに従業員の資格取得単位を現在の 22 単位か

ら 50 単位とする。 

 

テーマ 太陽光発電設備装着率の向上による環境負荷の低減 

インパクトレーダー エネルギー  

取組内容 太陽光発電設備装着を全顧客に対して行う。 
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SDGｓとの関連性 7.1：2030 年までに、安価かつ信頼できる現代的エネルギ

ーサービスへの普遍的アクセスを確保する。 

7.2：2030 年までに、世界のエネルギーミックスにおける

再生可能エネルギーの割合を大幅に拡大させる。 

7.3：2030 年までに、世界全体のエネルギー効率の改善率

を倍増させる。 

 

KPI 戸建分譲住宅の太陽光パネル装着率を 100％とする。 

注文住宅建築主に対しても、太陽光パネルの設置を全ての顧

客に勧める。 

 

（２）ネガティブなインパクトの抑制が期待できる事項 

 〈社会面〉 

テーマ 事故防止の徹底 

インパクトレーダー 健康・衛生 

雇用 

取組内容 労働災害防止研修の実施 

安全管理教育の実施 

ＳＤＧｓとの関連性 

 

 

 

8.5  2030 年までに、若者や障害者を含むすべての男性及 

び女性の、完全かつ生産的な雇用及び働きがいのある人間 

らしい仕事、ならびに同一価値の労働についての同一賃金 

を達成する。 

8.8   移住労働者、特に女性の移住労働者や不安定な雇用状

態にある労働者など、すべての労働者の権利を保護し、安

全・安心な労働環境を促進する。 

 

ＫＰＩ 現在、年間約 1 件の労働災害をゼロとする。 

 

テーマ 労働条件の改善 

インパクトレーダー 雇用 

取組内容 IT 化による職務量の削減を推進し、雇用契約の見直しによる

出勤日数の縮減を行う。 

ＳＤＧｓとの関連性 8.5   2030 年までに、若者や障害者を含むすべての男性及

び女性の、完全かつ生産的な雇用及び働きがいのある人間

らしい仕事、ならびに同一価値の労働についての同一賃金

を達成する。 
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ＫＰＩ 2027 年までに IT 化による職務量の削減に努め、現在 4 週

6 休体制から、4 週 8 休体制へ変更する体制を整える。 

 

〈環境面〉 

テーマ 廃棄物の削減と適切な処理 

インパクトレーダー 廃棄物 

取組内容 建築現場での業者における廃棄物分別管理の徹底と削減及び

社内での分別廃棄の徹底と削減のためのマニュアル策定と現

場教育の徹底を図る。 

ＳＤＧｓとの関連性 

 

 

 

12.2   2030 年までに天然資源の持続可能な管理及び効率

的な利用を達成する。 

12.5   2030 年までに、廃棄物の発生防止、削減、再生利用

及び再利用により、廃棄物の発生を大幅に削減する。 

ＫＰＩ 2025 年までに建築現場にて発生する廃棄物量の発生防止、

削減を行う為、建築現場にて施工する下請企業を含めた廃棄

物に関するマニュアルを制定する。 
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8．モニタリング 

（１）モニタリング体制 

サンワ開発では、2022 年 3 月に「株式会社サンワ開発 SDGｓ宣言」を行い、梅津敏

弘社長を統括責任者、総務部 塚本敏之氏をリーダー兼担当者として持続可能な社会の実

現に向けて取り組んでいる。本ポジティブ・インパクト・ファイナンスの組成にあたって

も横断的なプロジェクトチームを組成し、同社の企業理念、経営方針を基に、事業実績、

企業活動等の棚卸しを行い、インパクトの特定および KPI の策定を行った。 

本ポジティブ・インパクト・ファイナンス実行後においては、決定したインパクトの内容

や KPI を営業会議・朝礼等で社員へ周知し、関連するサプライチェーンへも通達し、達成

に向けた連携を図り、プロジェクトチームを中心にサンワ開発全体で KPI 達成に向けた推

進体制を構築していく。 

統括責任者   

 代表取締役 梅津 敏弘 

プロジェクトリーダー 

 総務部 塚本 敏之 

  担当部：総務部 

（２）モニタリングの頻度と方法 

本 PIF で設定した KPI および進捗状況については、サンワ開発と清水銀行および当社の 

担当者が定期的な場を設け、共有する。会合は少なくとも年に 1 回は実施するほか、日頃の

清水銀行の情報交換、営業活動の場等を通じて実施する。 

 

 

本評価に関する説明 

１．本評価書は、清水地域経済研究センターが、清水銀行から委託を受けて実施したもの

で、清水地域経済研究センターが清水銀行に対して提出するものです。 

２．清水地域経済研究センターは、依頼者である清水銀行及び清水銀行がポジティブインパ

クトファイナンスを実行するサンワ開発から供与された情報やサンワ開発へのインタビ

ュー等で収集した情報に基づいて、現時点での状況を評価したものであり、将来におけ

る実現可能性、ポジティブな成果・見通し等を保証するものではありません。 

３．清水地域経済研究センターが本評価に用いた情報は、信頼できるものと判断したもので

はあるものの、その正確性等について独自に検証しているわけではありません。清水地

域経済研究センターはこれらの情報の正確性、適時性、完全性、適合性その他一切の事

項について、何ら表明または保証するものではありません。 

４．本評価は、国連環境計画金融イニシアティブ(UNEP FI)が提唱した PIF 原則及び PIF 実

施ガイド、ESG 金融ハイレベル・パネルにおいてポジティブインパクトファイナンスタ

スクフォースがまとめた「インパクトファイナンスの基本的考え方」に則って行ってお

ります。 
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